
「建築基準法の一部を改正する法律
（平成 30 年法律第 67 号）」について

はじめに

建築物をめぐっては，建築技術の進歩，大規模
な災害の発生，市街地環境の変化等，建築物を取
り巻く社会経済情勢のさまざまな変化に対応する
ため，建築規制制度の合理化・実効性の向上を図
ってきたところであるが，近年，新たな課題が生
じている。
例えば，古民家の商業的利用や，空き家等のグ

ループホーム・保育所としての活用といった新た
なニーズに対応するため，既存建築物の用途を円
滑に変更するための建築規制の合理化をはじめ，
建築規制制度の一層の合理化の要請が高まってい
る。
また，これまで木造によることの少なかった建

築物等の木造・木質化を推進するため，木造建築
物に係る建築規制制度の合理化が求められてい‌
る。
その一方で，糸魚川市大規模火災（平成 28 年

12 月）や埼玉県三芳町倉庫火災（平成 29 年 2 月）
等の大規模火災による甚大な被害の発生を踏ま
え，建築物の適切な維持保全・改修等による安全
性の確保や，老朽化した木造建築物の建替え等に
よる市街地の安全性の向上を図るための施策を講
ずることが急務となっている。
こうした背景を踏まえ，建築規制制度の一層の

合理化を推進するため，
・木造建築物の耐火性能に係る制限の合理化
・耐火建築物等としなければならない特殊建築物
の対象の合理化
・防火地域及び準防火地域内の建築物に関する規
制の合理化
・建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建
築物として使用する場合の制限の緩和
等の措置を講ずることとした。
また，建築物の安全性の確保や市街地の安全性
の向上を推進するため，
・維持保全に関する計画等を作成すべき建築物の
範囲の拡大
・準防火地域内等における延焼防止性能を有する
建築物の建

けん

蔽
ぺい

率制限の緩和
等の措置を講ずることとした（図－ 1）。

改正の概要

⑴　建築物・市街地の安全性の確保
①　維持保全計画の作成等が求められる建築物の
範囲の拡大（法第 8条第 2項）
従来，法第 12 条第 1 項に基づき定期報告が義
務付けられる対象建築物は，避難上の安全性を確
保する観点から定められていることから，その所
有者または管理者は，建築物の敷地，構造及び建
築設備を常時適法な状態に維持するため，必要に
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応じ，建築物の維持保全に関する準則または計画
を作成し，その他適切な措置を講じなければなら
ないこととしてきた。
一方で，大規模な倉庫火災を踏まえた延焼防止
の観点から必要な防火シャッターの点検や，後述
する小規模な特殊建築物における確実な避難を実
現するための警報設備の点検など，定期的な点検
よりも日常的な点検の必要性が高い建築物を想定
し，今般，維持保全に関する計画等を作成すべき
建築物の範囲を定期報告の範囲と異なるものとし
て設定することとした。具体的には，
1）‌�　特殊建築物で安全上，防火上または衛生上
特に重要であるものとして政令で定めるもの

2）‌�　1）以外の特殊建築物その他政令で定める
建築物で，特定行政庁が指定するもの

に改めることとした（図－ 2）。
②　既存不適格建築物の所有者等に対する特定行
政庁による指導及び助言の創設（法第 9条の 4）
従来，法第 10 条第 1項により，
・別表第一（い）欄に掲げる用途に供する特殊建
築物（延べ面積 100 m2 超のもの）

・事務所等の用途に供する建築物（5階以上かつ
延べ面積 1,000 m2 超のもの）

であって，単体規定についての既存不適格建築物
について，損傷，腐食その他の劣化が進み，その
まま放置すれば著しく保安上危険となり，または
著しく衛生上有害となるおそれがあると認める場
合には，当該建築物の所有者等に対し，必要な是
正措置をとることを特定行政庁が勧告できること
としてきた。
また，同条第 2項では，正当な理由なくその勧
告に従わなかった場合において，当該所有者等に
対し，その勧告に係る措置をとることを特定行政
庁が命令できることとしてきた。
今般，特定行政庁は，既存不適格建築物につい
て，損傷，腐食その他の劣化が生じ，そのまま放
置すれば保安上危険となり，または衛生上有害と
なるおそれがあると認めるときは，当該建築物の
所有者等に対し，修繕，防腐措置その他当該建築
物の維持保全に関し必要な指導及び助言をするこ
とができることとした（図－ 3）。
③　準防火地域内等における延焼防止性能を有す
る建築物の建蔽率の緩和（法第 53 条第 3 項第
1号）
従来，防火地域内の耐火建築物については，都
市計画で定められた建蔽率に 10% を加えた数値

図－ 1　防火関連規制見直しの考え方

図－ 2　維持保全計画の作成が必要となる建築物等の範囲の拡大
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を上限とすることを可能としてきた。
今般，上記に加え，
・防火地域内：耐火建築物と同等以上の延焼防止
性能を有する建築物
・準防火地域内：耐火建築物，準耐火建築物及び
これらの建築物と同等以上の延焼防止性能を有
する建築物
についても，都市計画で定められた建蔽率に
10% を加えた数値を上限とすることを新たに可
能とした（図－ 4）。
④　壁面線等に沿って建替えをする場合の建蔽率
の緩和（法第 53 条第 5項）
従来，連続した開放空間を確保し，市街地の安

全性の向上を図るため，法第 46 条第 1 項に基づ
き，特定行政庁は前面道路の境界線から後退した
壁面線の指定等をすることを可能としてきた。
今般，街区における避難上及び消火上必要な機

能の確保を図る観点から，特定行政庁が前面道路
の境界線から後退した壁面線の指定をした場合等
（一定の都市計画や地区計画等に関する条例にお
いて，壁面の位置の制限が定められた場合も同
様）で，特定行政庁が安全上，防火上及び衛生上
支障がないと認めて許可した範囲内においては，
建築物の建蔽率を緩和できることとした。
⑤　条例による接道規制の強化が可能な建築物の

対象拡大（法第 43 条第 3項第 5号）
従来，特殊建築物や 3階以上の建築物等，用途
または規模の特性を有する建築物については，地
方公共団体が条例で接道規制を強化することがで
きることとされてきた。
今般，上記に加え，敷地が袋路状道路にのみ接
する建築物で，延べ面積が 150 m2 を超えるもの
（一戸建ての住宅を除く。）についても，地方公共
団体が条例で接道規制を強化することができるこ
ととした。

⑵　既存建築ストックの活用
①　用途変更に伴って建築確認が必要となる規模
の見直し（建築確認を要しない特殊建築物の範
囲の拡大）（法第 6条第 1項第 1号）
従来，主に防火・避難上の観点から，別表第一

（い）欄に掲げる用途に供する特殊建築物のうち，
その用途に供する部分の床面積の合計が 100 m2

超のものについては，法第 6条第 1項第 1号に掲
げる建築物として，建築確認の対象とされてきた。
今般，当該範囲を 200 m2 超に改め，これに伴

い，特殊建築物へ用途変更する場合に必要となる
建築確認の範囲についても，200 m2 超とした。
なお，200 m2 以下で新築等の場合，法第 6条第 1
項第 2〜 4号に掲げる建築物に該当するものは，

図－ 3　既存不適格建築物に係る指導・助言の仕組みの導入

図－ 4　延焼防止性能の高い建築物に係る建蔽率の緩和
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引き続き建築確認の対象となる。
②　3階建の戸建住宅等を他用途に転用する場合
の規制の合理化（耐火建築物としなければなら
ない特殊建築物の対象の合理化）（法第 27 条第
1項）
従来，3階建以上の旅館や物販店舗等の特殊建
築物には，火災時の在館者の避難安全性を確保す
るため，床面積にかかわらず，耐火構造等の特定
避難時間の火熱によって損傷しない構造とするこ
とが義務付けられてきた。
一方で，戸建住宅程度の床面積の規模が小さな
建築物の場合，避難距離が短く，避難に要する時
間も短いことから，今般，法第 27 条第 1 項にお
いて，3階建で延べ面積 200 m2 未満の特殊建築物
の場合，耐火構造等としなくてもよいこととした。
なお，この場合，就寝用途については避難開始が
遅れるおそれがあることに配慮し，警報設備を設
置する措置及び階段の安全措置を求めた（図－ 5）。
③　用途変更に係る全体計画認定制度の導入（法
第 87 条の 2）
従来，防火避難関係の規定に関し既存不適格と

なっている建築物の用途を変更する際には，既存
不適格部分を現行基準に適合させることとしてき
た。
今般，法第 87 条の 2 において，用途変更に伴
う遡及適用対応に関し，最終的に不適合状態が解
消されることを前提に，段階的・計画的な改修に
よる対応を認める制度として，用途変更に係る全
体計画認定制度を導入することとした。本制度で
は，建築主が用途変更に伴う遡及適用への対応に
必要な改修工事について，各改修工事の実施時期
等を定めた計画を作成し，当該計画について，特
定行政庁の認定を受けることとなる（図－ 6）。
④　一時的に他の用途に転用する場合の制限の緩
和（法第 87 条の 3）
従来，仮設建築物は新築等が前提となってお
り，既存建築物の一時的な転用に対応する規定が
なかった。
今般，法第 87 条の 3 において，既存建築物の
用途を変更して一時的に他の用途の建築物として
使用する場合について，仮設建築物を建築する場
合と同様に，法の全部または一部の適用除外を認

図－ 5　戸建住宅等の転用円滑化に向けた規制合理化
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図－ 6　用途変更に係る全体計画認定制度の導入
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めることとした。

⑶　木造建築の推進
①　延焼のおそれのある部分の見直し（法第 2条
第 6号）
隣地境界線等から 3 m（1 階）または 5 m（2
階以上）以下の距離にある建築物の部分のうち，
建築物の外壁面と隣地境界線等との角度に応じ
て，当該建築物の周囲において発生する通常の火
災時における火熱により燃焼するおそれのないも
のとして国土交通大臣が定める部分については，
「延焼のおそれのある部分」には該当しないもの
とした。
②　木造建築物等の耐火性能に係る制限の合理化
（法第 21 条第 1項）
従来，高さ 13 m または軒高 9 mを超える木造

建築物については，耐火構造とすることが義務付
けられてきたが，今般，1）規制対象となる規模
等と 2）規制対象となった場合の措置について，
それぞれ，次のとおり改めた。
1）‌�　本項の規定の主旨が火災時における周囲へ
の加害防止であることに鑑み，従来の基準に
おける最大の発熱量等を有する高さ 13 m の
倉庫・自動車車庫を基準として，これらの用
途を除く建築物については，規制対象となる

規模を高さ 16 m 超または階数 4 以上とし
た。また，周囲に空地を確保できる場合は規
制の対象外とした。
2）‌�　通常の火災に対する通常の消火の措置を想
定した火災の終了時間について，当該時間の
火熱によって損傷しない構造とすることを義
務付けた。これにより，耐火構造だけでな
く，性能の高い準耐火構造も可能となった
（図－ 7）。

③　木造の特殊建築物の外壁等の規制の見直し
（削除（法第 24 条））
法第 24 条が現在と同様の規定内容となった当
時と比べ，消防力は格段に向上しており，法第
23 条に規定する 20 分間の非損傷性・遮熱性を有
すれば，延焼の抑制という法第 24 条の目的は達
成されることから，今般，法第 24 条を削除した。
④　木造の大規模建築物の区画に関する規制の合
理化（法第 26 条及び法第 36 条）
従来，延べ面積が 1,000 m2 を超える建築物に

ついて，耐火建築物や準耐火建築物である場合等
を除き，防火上有効な構造の防火壁によって有効
に区画し，かつ，各区画の床面積の合計をそれぞ
れ 1,000 m2 以内としなければならないこととし
てきた。
今般，法第 26 条，法第 36 条の改正により，垂

図－ 7　中層建築物に係る防火関連規制の合理化
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直方向の区画を形成する防火壁だけでなく，水平
方向の区画を形成する防火上有効な構造の防火床
による措置も可能とした。
⑤　防火地域及び準防火地域内の建築物に関する
規制の合理化（法第 61 条）
従来，防火地域・準防火地域に立地する建築物
や門・塀を対象として，その規模に応じて，建築
物については耐火構造，準耐火構造等とするこ
と，門・塀については不燃材料とすることが義務
付けられてきた。
防火地域・準防火地域における規制の目的が，
隣棟延焼が連続することによる市街地火災の発生
の防止であることに鑑み，従来のように外壁・間
仕切壁・柱・はりなどをすべて耐火構造とする耐
火建築物等による設計法に加えて，外壁や窓の性
能を強化する代わりに内部構造において部分的に
木材を使用した建築物についても，同等以上の延
焼防止が実現できることが検証できた場合には，
当該建築物を建築可能とする設計法を位置付け
た。さらに，防火地域・準防火地域における 2 m
超の門・塀についても，周囲への延焼を助長しな
い構造の場合は，不燃材料としなくともよいこと
とした（図－ 8）。
⑥　特定防災街区整備地区内の建築物に関する規
制の合理化（法第 67 条第 1項）
従来，特定防災街区整備地区内の建築物は，耐
火建築物または準耐火建築物としなければならな
いこととしてきた。

今般，防火地域及び準防火地域内の建築物に関
する基準の見直しと同様の見直しを，密集法に基
づく特定防災街区整備地区内の建築物についても
行い，特定防災街区整備地区内に建築可能な建築
物として，耐火建築物または準耐火建築物に加え，
・耐火建築物と同等以上の延焼防止性能を有する
建築物
・準耐火建築物と同等以上の延焼防止性能を有す
る建築物
を追加することとした。

⑷　その他所要の改正
①　計画通知手続きの合理化（法第 18 条）
従来，防火地域・準防火地域外において増築，
改築，移転しようとする場合で，その部分の床面
積が 10 m2 以内であるときは，建築確認を不要と
してきた。
今般，法第 18 条第 2 項において，国等の建築
物について，防火地域・準防火地域外において増
築，改築，移転しようとする場合で，その部分の
床面積が 10 m2 以内であるときは，計画通知につ
いても不要とすることとした。
②　共同住宅等の界壁に関する遮音規制の合理化
（法第 30 条）
従来，各住戸が壁を隔てて接続している共同住
宅及び長屋において，界壁について，一定の遮音
性能を持たせるとともに，小屋裏・天井裏に達す
ることを求めてきた。

図－ 8　防火・準防火地域内の建築物に関する規制合理化
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今般，法第 30 条の改正により，天井の構造
を，遮音性能に関して一定の技術的基準に適合し
国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの等と
する場合には，各戸の界壁を小屋裏・天井裏に達
するものとしなくてもよいこととした。
③　接道規制の特例許可手続きの合理化（法第
43 条第 2項第 1号）
従来，建築物の敷地は，建築基準法上の道路に
2 m以上接していなければならないこととされて
きたが，特例として，一定の要件を満たす建築物
で，特定行政庁が交通上，安全上，防火上及び衛
生上支障がないと認めて建築審査会の同意を得て
許可したものについては，適用しないこととされ
てきた。
今般，上記の特例について，建築基準法上の道

路には該当しないが，避難及び通行の安全上必要
な国土交通省令で定める基準に適合する幅員 4 m
以上の道に 2 m 以上接している建築物のうち，
利用者が少数であるものとして，その用途及び規
模に関し国土交通省令で定める基準に適合し，特
定行政庁が交通上，安全上，防火上及び衛生上支
障がないと認めるものについても，接道規制を適
用しないこととした（この場合においては，建築
審査会の同意は不要とする。）。
④　用途規制の特例許可手続きの合理化（法第
48 条第 16 項第 2号）
従来，用途規制に関する特定行政庁の特例許可

の際には，公開意見聴取に加えて，建築審査会の
同意が必要とされてきた。
今般，用途規制に関する特定行政庁の特例許可

に関し，許可の実績の蓄積があるものとして，
・政令で規定された用途の建築物（日用品販売店
舗，共同給食調理場，自動車修理工場）であり，

・省令で規定された環境の悪化の防止措置（騒音
や臭気対策等）が講じられた建築物

については，建築審査会の同意を不要とした。
⑤　老人ホーム等に係る容積率制限の合理化（法
第 52 条第 6項）
従来，共同住宅の共用の廊下・階段の用に供す

る部分は容積率の算定基礎となる床面積から除外
することとされてきた。
今般，老人ホーム等の共用の廊下・階段の用に
供する部分についても，同様に容積率の算定基礎
となる床面積から除外することとした。
⑥　日影規制の特例許可手続きの合理化（法第
56 条の 2第 1項）
従来，法第 56 条の 2 ただし書の許可を受けた
建築物について増築等を行う際に，建築時の日影
が変わらない範囲の増築等を行う場合であって
も，建築審査会の同意を得て許可することとされ
てきた。
今般，過去に当該許可を受けた建築物につい
て，許可時から建築物の敷地や建築物の生じさせ
る日影が変わらないなど，周囲の居住環境を害す
るおそれがないものとして政令で定める位置及び
規模の範囲内において増築等する場合，再度の許
可は不要とした。
⑦　仮設建築物に適用する規制の合理化（法第
85 条第 5項）
仮設建築物について，建築材料の品質に関する
規定を適用除外とした。
⑧　仮設興行場等の仮設建築物の設置期間の特例
（法第 85 条第 6項及び第 7項）
従来，仮設興行場等の仮設建築物については，
1年以内の期間でその建築を許可することができ
るとした上で，建築基準法の一部の規定を適用除
外としてきた。
今般，国際的規模の競技会等の用に供すること
その他の理由により，1年を超えて使用する特別
の必要がある仮設興行場等の仮設建築物は，特定
行政庁が建築審査会の同意を得て認めた場合に
は，1年を超えることができることとした。

おわりに

改正法は令和元年 6 月 25 日に全面施行され
た。これらの建築基準の合理化が，さらなる建築
活動の円滑化に資することが期待される。
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